
その他 検討事項
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ロードマップの実現に当たっての制度等の課題

１．住宅分野
(1)太陽光発電利用時の系統電力契約

①集合住宅利用時の住宅並みの売電価格＇業務用契約で区分される点の解消（
②賃貸住宅で借主が利用する場合の売電条件＇借主変更時も設置時の契約条件が引き継がれるなど（

(2)情報開示・情報の有効利用
①スマートメーターの情報の公共目的利用＇ベンチマーク値の作成（

(3)自治体等の制度に関する課題対応
①潜熱回収型給湯器のドレン水の排水に当たっての雨水管の利用

– 下水道管理者の設定する基準の見直

２．建築物分野
(1)建築物の室内環境に関する基準

①欧米と比較して最低基準値の高い、照明基準の緩和
②室内空気基準＇湿度、CO2濃度（の検討＇適切な室内環境の維持と省エネ化の両立の検討（

(2)情報開示による情報の有効利用
①スマートメーターの情報の開示
②省エネ法報告データの公共目的利用＇ベンチマーク値の作成（

(3)ビル衛生管理法
①主管団体との連携強化

(4)エネルギーコストのインセンティブスプリット対策
①一定以上のエネルギー消費分の費用をオーナーとテナントで共同負担

３．共通
(1)各種補助金のエコ化

①住宅新築時に各種補助金があるが、エコ化が目的外のものでは、エコ化設備を含めた形での利用が困難
②各種補助金は、すべてエコ化を目的に含む形に見直し
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長期目標に関する検討

１．ゼロエミ住宅の普及に向けて早期に取り組むべき対策・施策

(1)住宅ゼロエミ基準

① 住宅の環境基本性能基準としてゼロエミ基準の設定

② 早期にゼロエミ住宅＇含むカーボンマイナス住宅（の普及を図る

③ ゼロエミ・レディ住宅＇注（の要件化

(2)断熱改修

① 改修誘導と建替誘導の区分の明確化

２．ゼロエミ建築物の普及に向けて早期に取り組むべき対策・施策

(1)建築物ゼロエミ基準

① 建築物の環境基本性能基準としてゼロエミ基準の設定

② ゼロエミ・レディ建築物＇注（の要件化

(2)地域との連携の仕組み

① 中層階以上の建築物では、オンサイトでのゼロエミッションの達成は困難

② 地域内での面的な取組みや、エリアでの需給マネジメントの仕組みの整備

③ オフサイトの再生可能エネルギー導入推進制度の整備 ＇農山村地域との連携（
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目標の早期提示

［2030新築フローゼロエミ化、 2050ストック平均ゼロエミ化］

継続性を持った施策の展開

事業者の努力、
消費者の意識を誘導

＇注（設備更新や創エネ機器の導入等によりゼロエミが可能な住宅・建築物



今後の課題

１．住宅分野

(1)ライフスタイルの対策・施策の検討

• コミュニケーション・マーケティングWGと連携した検討

(2)長期目標に関する検討

• 住宅のゼロエミ化の対策・施策の検討

２．建築物分野

(1)中小規模建築物および中小事業者に対する対策・施策の検討

• 中小向けの対策・施策の検討

– 中小向けのBEMS等の普及など

(2)長期目標に関する検討

• 建築物のゼロエミ化の対策・施策の検討

３．他のWGとの連携

(1)個別の課題について連携して検討
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昨年度ロードマップの概要＇住宅・家庭部門（
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ゼロエミ住宅補助

2010 2020 20501990

住宅・機器性能の向上

導入目標

◆経済的措置

省エネ住宅・ゼロエミ住宅の普及支援

◆リフォーム推進支援
（信頼性確保）

◆中小工務店の技術力向上
支援

行

程

表

トップランナー機器制度（基準の継続的見直し）

講習会・研修会等の開催

公共施設の省エネ化における設備・機器等のコスト低減, 普及促進

2012 2015 2030
新築住宅で
次世代基準70%
改次世代基準30%

ゼロエミ住宅
ストックで100%

新築住宅で
ゼロエミ住宅 100%

新築住宅で
次世代基準30%

ゼロエミ住宅の普
及開始

◆規制導入
（環境性能基準の義務化）

次世代基準又は改次世代
基準の新築時義務化

住宅トップ
ランナー制度

省エネ基準の
新築時義務化

◆総合的な環境性能基準
の設定

次世代省エネ基準 改次世代省エネ基準
（省エネ機器との統合）

ゼロエミ基準（創エネルギー必須化）

◆トップランナー機器 原単位方式見直し（機器別総量基準など）

標準化・規格化

住宅性能向上
省エネパッケージ補助

税制・優遇融資等支援確立金利優遇等 非省エネ住宅に対するディスインセンティブ

◆コスト削減

太陽光発電の固定価格買取制度

許可・登録制度見直し

評判情報提供制度
Webサイト開設

地域を中心とした省エネ住宅モデル事業・ｾﾞﾛｴﾐ先進住宅事業

公共住宅や補助対象住宅等の省エネ住宅化・ゼロエミ住宅化（新築・改修）

自治体による
地域省エネ住宅
建設の支援

流通・施工業
者への支援

パッシブ考慮

高効率給湯器、創エネ機器（太陽光/熱･地中熱･ﾊﾞｲｵﾏｽ等）

機器普及 グリーン家電購入の補助制度など（継続）

住宅性能の見える化とCO2排出削減行動の推進
◆見える化によるCO2排出

削減実績把握と開示

◆見える化によるCO2排出削減
行動の推進

ライフスタイルの低炭素化（地球温暖化対策税、環境教育、サマータイム検討等）

見える化効果の検証
機器設置
の標準化

太陽光発電 2,500万kW
太陽熱温水器 1,000万台

太陽光発電 114万kW
太陽熱温水器 350万台

ゼロエミ住宅
講習会

ゼロエミ住宅の
自律的普及

地域特性に応じた住宅の普及

住宅履歴情報・
診断情報の取得

設計者・技術者研修

削減量に応じたインセンティブ付与
（非省エネ住宅に対するディスインセンティブ）

見える化機器の設置普及

住宅・GHG診断制度普及NEB（省エネの波及効果）
認知度向上策

住宅・GHG診断の専門家の育成

既存住宅の
省エネ化推進

拡大・強化

住宅・ＧＨＧ診断の
専門家育成計画

消費実態の測定･開示の推進

◆環境性能表示の義務付け 住宅ラベリング制度 新築住宅
表示義務付

既存賃貸住宅
流通時表示義務付

既存住宅
売買時表示義務付

簡易総合評価手法（CASBEE等）普及

省エネ住宅購入・改修の補助制度（継続）,省エネ住宅促進税制

新基準

計測・検証・制御システム(HEMS、省エネナビ、スマートメータ等（の整備
［すべての世帯が自分の排出量を把握］

エネルギー面的利用（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与、規制見直し、ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ活用等）

対策を推進する施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

改修50万戸/年

CAFE(企業平均効率)

資産価値に反映させる仕組み

ゼロエミ基準の新築時義
務化

ライフサイクルカーボンマイナス（LCCM）・木材利用の推進



昨年度ロードマップの概要＇建築物・業務部門（
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2020 2030
新築建築物で
ゼロエミ建築100%

20101990

建築物性能の向上

導入目標

◆経済支援

省エネ建築・ゼロエミ建築の普及支援

◆中小建設業者の技術力
向上支援

行

程

表

省エネ基準の達成の義務化

総合的な建築性能基準の強化

トップランナー機器制度（基準の継続的見直し）

補助金等（新築/改修）

講習会・研修会等の開催

公共施設の省エネ化・ゼロエミ化による機器等の普及促進

2012 2015

H11基準、又は改H11基準の新
築時義務化

建築物トップランナー制度
省エネ基準の
新築時義務化

◆総合的な環境性能の
設定

H11基準 改H11基準 ゼロエミ基準（創エネルギー必須化）

◆トップランナー機器

CAFE(企業平均効率)

原単位方式見直し
（機器別総量基準など）

標準化・規格化

税制・優遇融資等支援策
金利優遇等

学校・庁舎

地域を中心とした省エネ建築モデル事業

自治体による
地域建設業の
支援

新築建築物で
H11基準50%
改H11基準50%

ゼロエミ建築物
ストックで100%

新築建築物で
H11基準85%

エネルギー面的利用（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与、規制見直し、ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ活用等）

パッシブ考慮

中小流通・施工業者等への支援

空調、創エネ機器（太陽光/熱･地中熱･ﾊﾞｲｵﾏｽ等）

業務部門の見える化とCO2排出削減行動の推進
◆事業者・事業所への

CO2排出削減取組の
促進

◆モニタリングによる
CO2排出削減実績の
把握

見える化機器の設置普及

ワークスタイルの低炭素化（温暖化対策研修、サマータイム制検討 等）

見える化効果の検証

機器設置
の標準化

◆データ公表等による
省エネ行動の推進

算定・報告公表制度の拡充（対象の拡大、公表データの拡充 等）

排出削減計画の策定義務化

太陽光発電 2,500万kW
太陽熱温水器 196万m2

新築建築物で
改H11基準15%

太陽光発電 115万kW
太陽熱温水器 34万m2

照明・機器

ゼロエミ建築の自
律的普及

ゼロエミ建築
講習会

運用・管理の高度化（BEMS普及、ESCO、
コミッショニング）

自律的普及

ライフサイクルCO2改善

キャップ・アンド・トレード方式による国内排出量取引制度

既存建築物の
省エネ化推進

◆環境性能表示の義務
付け

建築物環境性能ラベリング制度

簡易総合評価手法（CASBEE等）普及

新築建築物
表示義務付

既存建築物
流通時表示義務付

テナント契約時
表示義務付

ゼロエミ住宅、ゼロエミ建築の海外展開◆海外展開

ゼロエミ建築補助省エネパッケージ補助

非省エネ建築に対するディスインセンティブ

太陽光発電の固定価格買取制度

H5基準

計測・検証・制御システム(BEMS等（の整備 ［すべての事業者・事業所が自分の排出量を把握］

対策を推進する施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策

改修1%/年

資産価値に反映させる仕組み

◆規制導入
（環境性能基準の義務化）

排出抑制等指針の活用
地球温暖化対策税



断熱改修の現状

(1)断熱工事の実施件数はH16以降で43万件
① 年当たりでは約8万件
② 住宅全体に対する実施率では約0.3%/年

(2)住宅エコポイントの状況＇～2010年8月末（
① 外壁、屋根・天井、床の断熱改修の申請は尐ない
② 多くは窓の断熱改修
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平成16年以降の改修工事の状況

799

87

425

242

333

48

43

260

0 200 400 600 800 1,000

総数

増築・間取変更

水周り工事

壁・床等の内装工事

屋根・外壁等の外装工事

基礎等の補強工事

窓・壁等の断熱工事

その他の工事

改修工事件数＇複数回答：万件（

平成16年以降の改修工事の実施率

5.3%

0.6%

2.8%

1.6%

2.2%

0.3%

0.3%

1.7%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0%

総数

増築・間取変更

水周り工事

壁・床等の内装工事

屋根・外壁等の外装工事

基礎等の補強工事

窓・壁等の断熱工事

その他の工事

改修工事割合＇総数に対する比率：年率換算値（

住宅エコポイント事業
の実施状況

＇～2010年8月末（

【H16以降＇5年間（の改修工事の実態】 H20住宅土地統計調査

平成22年8月単月 累計
戸数 発行件数 該当率 戸数 発行件数 該当率

エコポイントの発行 42,647 37,887 100.00% 140､853 133,767 100.00%
新築 17,792 13,427 78.21% 40,843 34,631 25.89%
リフォーム 24,855 24,460 21.79% 100,010 99,136 74.11%

窓の断熱改修 24,062 17.24% 97,679 73.02%
外壁、屋根・天井又は床の断熱改修 1,581 2.32% 4,678 3.50%

バリアフリー改修 6,077 2.35% 20,108 15.03%

注（一括申請した場合、1件の申請で複数の住戸の申請が可能


